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論文要旨 

特定保健指導終了率を向上させる決定要因と 

公的医療保険者の取り組みに関する研究 

 

2008 年公的医療保険者（以下、保険者）に義務づけられた特定健康診査（以

下、特定健診）・特定保健指導の事業は、一次予防を重視した生活習慣病予防の

重要な施策である。この事業の対象者は、40 歳以上 74 歳以下の者である。2015

年度特定健診受診率（特定健診を受けた者の割合、以下受診率）の全国平均は

50.1%（目標値 70%）、特定保健指導終了率（特定保健指導対象者数に対する終

了者数の割合で、厚生労働省が示している実施率に相当する。終了者とは 6 か

月間の特定保健指導を終了した者である）は 17.5%（目標値 45%）と、我が国の

特定健診・特定保健指導は目標値には程遠く、非常に低い状況である。そこで、

本研究では、保険者が実施する特定健診・特定保健指導事業の取り組みが特定保

健指導終了率に影響を与える要因を明らかにすることを目的とした。 

本研究では、主に東海地区の 291 保険者に対して、2016 年 12 月から 2017 年

1 月までの期間に郵送法による無記名自記式質問紙調査を実施した。回収率は

25.1%で、そのうち 69 保険者（有効回答率 94.5%）を解析対象とした。特定保健
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指導参加率（特定保健指導対象者数に対する参加者数の割合）と終了率は、それ

ぞれ 26.3%と 23.6%であった。被扶養者終了率は 13.4%であり、被保険者終了率

の 23.9%に比べて低かった。 

特定保健指導終了率と特定保健指導参加率および特定健診受診率は、正の相

関関係があった。また、「特定保健指導を実施する」、「特定保健指導の必要性を

周知する」、「特定健診事業開始時に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目

的と意義を十分説明する」、「非肥満者への保健指導を実施する」の取り組みを行

っている保険者の終了率は、行っていない保険者よりも高かった。 

特定保健指導終了率を目的変数として終了率に関連があった受診率、参加率

および取り組みの要因を説明変数として重回帰分析を行ったところ、終了率と

正の関連性があったのは特定保健指導参加率のみであった。次に、特定保健指導

参加率を目的変数として重回帰分析を行ったところ、受診率および保険者の取

り組みの中で「特定保健指導を実施する」、「特定健診事業開始時に対象者に対し

て特定健診・特定保健指導の目的と意義を十分説明する」、「非肥満者への保健指

導を実施する」が正の関連性を示した。また、動機付け支援終了率と積極的支援

終了率を目的変数とした場合は、それぞれ参加率のみが正の関連性を示した。動

機づけ支援参加率を目的変数とした場合は、「特定保健指導の事後評価を実施す
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る」と「特定保健指導対象者に毎年受けてもらう」が正の関連性、「被扶養者」

が負の関連性を示した。積極的支援参加率を目的変数にした場合には「被扶養者」

のみが負の関連性を示した。  

以上のことから、特定保健指導終了率を上げるための決定要因は、特定保健指

導参加率であることが判明した。参加率の向上のためには、保険者の数種の取り

組みが関連することが示唆された。しかし、積極的支援の終了率を上げるために

は、現行の保険者の取り組みは十分に機能していない可能性があると考えられ、

今後の調査が望まれる。 
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第一章 緒言 

2008 年度より公的医療保険者（以下、保険者）に義務化された特定健康診査

（以下、特定健診）および特定保健指導事業は、一次予防を重視した生活習慣病

予防の重要な施策である 1。特定健診・特定保健指導の対象者は公的医療保険に

加入している 40 歳以上 74 歳以下の者である。2015 年度特定健診受診率（特定

健診を受けた者の割合）の全国平均値は 50.1%で、国が定める目標値 70%には及

んでいない。特定保健指導終了率（特定保健指導対象者数に対する終了者数の割

合で、厚生労働省が示している実施率に相当する。終了者とは、6 か月間の特定

保健指導を終了した者である）の全国平均値は 17.5%であった。終了率は、2008

年度 7.7%、2011 年度 15.0%、2014 年度 17.8%と徐々に増加しているが、目標値

の 45%には程遠い状況である 2。 

特定保健指導終了率の目標値は、当初のモデル事業から保健指導の改善率か

ら設定されたものである。2015 年にメタボリックシンドローム該当者および予

備群を 25%の減少を達成するために、2012 年時点の目標値を 45%、2015 年時点

を 60%に定めた。しかし、2012 年時点で 45%に到達しなかったため、2013 年度

から 2017 年度までの期間は、引き続き 45%の目標を維持し、その達成に努める

こととした 3,4。 
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保険者の種類別終了率に着目すると、市町村国民健康保険（以下、市町村国保）

の終了率は 23.6%（目標値 60%）であり、一方、国民健康保険組合（以下、国保

組合）8.9%（目標値 30%）、全国健康保険協会（船員保険含む）12.9％（目標値

30％）、健康保険組合（以下、健保組合）18.2 %（目標値は総合健保組合 30%、

単一健保組合 60%）、共済組合 19.6%（目標値 40%）と保険者の間で差がみられ

ている 2,5,6。  

特定保健指導には、動機付け支援と積極的支援の 2 通りある。前者の終了率

は 21.4%、後者は 13.9%であり、積極的支援の終了率が低くなっている 6。医療

保険加入者（以下、加入者）は、被保険者と被扶養者に大別される。前者の終了

率は 18.1%、後者は 6.5%であり、被扶養者の終了率が被保険者に比べて低くな

っている 6。なお、65 歳以上 74 歳以下の前期高齢者が積極的支援の対象者とな

った場合は、動機付け支援の対象として保健指導をすることになっている 1,7。  

特定保健指導は、生活習慣病、特に循環器疾患発症リスクを保有している者に

対して、その発症リスクを低減させるために、好ましくない生活習慣の改善を目

的にしている。その対象者を抽出するために、まず、メタボリックシンドローム

に着目した検査項目を含めた特定健診が実施される。特定健診の結果、糖尿病、

高血圧症または脂質異常症の治療している者を除き、腹囲（基準値は男性は 85
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㎝、女性は 90 ㎝）または BMI（基準値 25）から肥満者を選別し、さらに血糖、

血圧、脂質の検査値と喫煙歴の 4 項目から、これらのリスクの数に応じて特定

保健指導対象者を動機付け支援または積極的支援に階層化される。これとは別

に、特定保健指導の対象者ではない、つまり非肥満者のうち、高血糖や高血圧な

どの循環器疾患発症リスクを保有している者に対しても保健指導が行われてい

る 1,7 。  

過去の特定保健指導により、生活習慣病予防の効果が上がっていることが多

数報告されている。特定保健指導を受けた人は、翌年の特定健診の腹囲、体重、

諸検査値が改善した 8-13。また、特定保健指導を受けた人は受けなかった人に比

べ、運動習慣や身体活動の割合が増え、週 3 回以上の夜食・間食する割合が減少

した 8。さらに、特定保健指導を受けた者は、新規の薬物治療開始時期が延伸さ

れた 10、生活習慣病に関係した医療費が減少した 14,15 という医療費抑制に対して

も効果が示されている。このように特定保健指導は生活習慣病予防の一翼を担

っている。一方で、特定保健指導はメタボリックシンドロームに関連した薬剤や

外来医療費には関係がないとする報告 16 や検査値改善の持続性がみられない 17

など、その効果について疑問視する先行研究がある。 

保険者は終了率を上げるために対策を講じている。例えば、特定保健指導の初



9 
 

回面接には個人と集団の 2 方法あるが 7、岡村らは、市町村国保の特定保健指導

の初回面接に個人方法を選択し、完全予約制にしたところ、参加率が増加したと

報告している 18。このような保険者の努力にもかかわらず、健康である、時間が

ない、一度保健指導を受けたら何度もその後受ける必要がないなどの理由で特

定保健指導を利用しない加入者が多いなど 18,19、加入者にも利用しない理由があ

る。加えて、上述のように保険者の種類の間にも終了率の違いが観察されている

2。したがって、終了率が低迷している要因を探り、その向上に資する知見を収

集するためには、保険者と加入者の双方向からの調査が必要である。 

そこで、本研究では、まず保険者側から調査を行った。すなわち東海 3 県（愛

知県・岐阜県・三重県）に所在地を持つ全保険者（一部 3 県以外に所在地の保険

者も含む）を対象として、同一の質問票を使用し、特定保健指導の取り組みを横

断的に調査し、終了率に関連がある要因を明らかにすることを目的とした。 
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第二章 研究方法 

第一節 対象者および方法 

研究対象者は 2016 年 6 月版「全国保険者番号簿」20 に記載されている愛知県・

岐阜県・三重県に所在地をもつ 260 保険者および所在地が東海 3 県にない船員

保険・国家公務員共済組合・日本私立学校振興・共済事業団の 31 保険者、併せ

て 291 保険者を対象とし，無記名自記式質問紙調査を行った。調査期間は、2016

年 12 月～2017 年 1 月までの 2 か月間であった。質問票の配付および回収は郵送

にて実施した。対象者には、質問票、説明書、返信用の封筒を同封した。説明書

には、回答は本研究に同意したこととみなすこと、個人情報を厳守すること、利

益相反はないことなどを記載した。 

 

 

第二節 質問項目 

第一項 基本属性  

特定健診・特定保健指導事業のデータ年度、保険者の所在地、回答者（特定健

診・特定保健指導の実務担当者か否か、保有する資格）、保険者の種類（全国健

康保険組合、健康保険組合、船員保険、市町村国民健康保険、国民健康保険組合、
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国家公務員共済組合、地方公務員等共済組合、日本私立学校振興・共済事業団）、

加入者別（被保険者・被扶養者）と加入者数、40～74 歳の特定健診対象者数お

よび受診者数、特定保健指導対象者数、動機付け支援と積極的支援それぞれの特

定保健指導対象者数、参加者数および終了者数を質問した。 

 

第二項 特定健診・特定保健指導事業内容 

特定健診・特定保健指導事業における保険者の法的役割と終了率との関係性

を明らかにするため、「特定健診を行い、結果を通知する」、「特定保健指導を実

施する」、「特定健診・特定保健指導の経年的変化を評価する」および「特定保健

指導の必要性を周知する」の 4 つの質問に対してそれぞれ「Yes」、「No」のいず

れかで回答してもらった。 

 次に、「特定健診事業開始前に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目的

や意義が十分伝わるよう説明しているか」に対して、「大いに説明していると思

う」、「少し説明していると思う」、「あまり説明していないと思う」、「全く説明し

ていないと思う」の 4 つの順序尺度で回答を求めた。最初の 2 項目の回答者は、

特定健診事業開始前に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目的や意義を

十分説明している群、すなわち「Yes 群」とし、残りの 2 項目を説明していない
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群は「No 群」として 2 つのグループに分けた。「特定健診受診者のうち情報提供

のみの方に対して健康行動を高めるために意識付けを行っているか」の質問に

対して、「大いに行っていると思う 」、「少し行っていると思う 」、「あまり行っ

ていないと思う」、「まったく行っていないと思う」で回答を求めた。最初の 2 項

目の回答者は、特定健診受診者に対して健康行動を高めるために意識づけを行

っている群「Yes 群」とし、残りの 2 項目の回答者は、行っていない群「No 群」

とした。特定保健指導以外の事業として、「非肥満者であるが、高血糖や高血圧

などの循環器疾患発症リスクを保有している者に対して保健指導を実施してい

るか」の質問については、「実施している」、「今後実施を考えている」または「実

施は考えていない」のいずれかを回答するように質問した。「実施している」と

回答した場合を「非肥満者への保健指導を実施している群」すなわち「Yes 群」

とし、「今後実施を考えている」または「実施は考えていない」の回答は「実施

していない群」すなわち「No 群」として 2 つに分けた。「2008 年度と比べて、

特定保健指導の実施は医療費削減について寄与しているか」ついては、「大いに

寄与していると思う」、「少し寄与していると思う」、「あまり寄与していないと思

う」、「まったく寄与していないと思う」の 4 つのうちいずれかを回答するよう

に質問した。最初の 2 項目の回答者を「特定保健指導の実施は医療費削減に寄
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与している群」すなわち「Yes 群」とし、残りの回答者を寄与していない群を「No

群」とした。 

 

第三項 特定保健指導事業実施内容 

特定保健指導事業の実施内容を被保険者と被扶養者、動機付け支援と積極的

支援ごとに質問し、終了率との関係を解析した。「対象者が繰り返し特定保健指

導になった場合に、どのように保健指導を計画しているか」という質問に対して

「毎年受けてもらう」、「2 年ごとで受けてもらう」、「3 年ごとで受けてもらう」、

「その他」のうち 1 つを回答するように求めた。「毎年受けてもらう」と回答し

た場合は「Yes 群」、残りの 3 項目の回答者は、「No 群」とした。次に、「特定保

健指導対象者のうち受けなかったものに対して当該事業への参加を勧奨してい

るか」の質問に、「Yes」あるいは「No」で回答してもらった。「2008 年度と比べ

て、2015 年度の特定保健指導は対象者の生活改善に効果を示めしたか」という

問いに対して、「大いに改善した」、「少し改善した」、「あまり改善していない」、

「まったく改善していない」、「把握していない」の中で 1 つを回答するように

質問した。最初の 4 項目の回答は、特定保健指導の事後評価を行っている「Yes

群」とし、「把握していない」は事後評価を行っていないものとして「No 群」と
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して 2 つに分けた。また、「大いに改善した」および「少し改善した」と回答し

た場合は、改善した思われる生活習慣を「食生活」、「運動」、「睡眠」、「喫煙」、

「飲酒」、「その他」の中から複数選択するようにした。 

 

第四項 特定保健指導終了率を上げるために必要な事柄  

「今後、特定保健指導の終了率を上げるためにどのようなことが必要と考え

ているか」について、以下の 8 項目について、被保険者と被扶養者、または動機

付け支援と積極的支援のそれぞれにおいて「Yes」または「No」のいずれかで回

答を求めた。8 項目とは、「補助金の増額」、「マンパワーの充実」、「特定保健指

導への関心を高める」、「特定保健指導を受ける時間の延長」、「契約健診機関また

は契約医療機関の提供」、「事業主の協力体制」および「在住市町村の協力体制」、

「その他」である。 

 

 

第三節 解析方法 

特定健診受診者数を特定健診対象者数で除した割合を算出して受診率とした。

特定保健指導対象者数を特定健診受診者数で除した割合を特定保健指導対象率
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（対象率）とした。特定保健指導参加者数および特定保健指導終了者数をそれぞ

れ特定健診受診者数と特定保健指導対象者数で除した割合を算出して参加率と

終了率とした。 

得られた数値はすべて平方根に変換をし、分布の正規性を Kolmogorov-

Smirnov の検定で確認した。その後、特定健診受診者数に対する特定保健指導対

象率、参加率、終了率の 3 群の平均値の差の比較は、Tukey 検定を使用した。特

定保健指導対象者数に対する参加率と終了率の間の差は対応のある t 検定を、加

入者間および動機付け支援と積極的支援の間の比較は student の t 検定を用いて

有意性の検定を実施した。特定健診・特定保健指導の事業に対する取り組みにつ

いて、2 つに階層化した質問項目それぞれの終了率を student の t 検定を用いて

検定を実施した。対象率、受診率および特定保健指導対象者数に対する参加率と

終了率の 4 つの項目の Pearson 相関係数を算出した。 

終了率と参加率をそれぞれ目的変数とし、基本属性および特定健診・特定保健

指導の取り組み（第三章 第六節）において有意差があった、または有意な傾向

があった項目を説明変数として重回帰分析を行った。また、動機付け支援と積極

的支援終了率に関しても、特定保健指導の取り組みの項目（第三章 第七節）を

説明変数として同様な手法を用いて重回帰分析を行った。重回帰分析において、
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Yes 群を 1、No 群を 0 とした。被保険者を 0、被扶養者を 1 とした。終了率を上

げるために必要な事柄の頻度の加入者間および動機付け支援と積極的支援の比

較を Fisher の直接法を用いて検定を行った。統計解析には SPSS Ver. 23.0 （IBM 

Corp. Armork, NY） を用い、有意水準は p < 0.05 とした。 

 

 

第四節 倫理的配慮 

本研究は、中部大学倫理審査委員の審査および承認を経て実施した（承認番号

280090）。対象者には、以下の内容を文書にて説明をした。 

①中部大学倫理審査委員会の承認を得ていること ②無記名自記式質問紙調査

であり回答は自由意志であること ③回答をもって、研究に同意したとみなす

こと、なお郵送後の同意の撤回はできないこと ④個人情報は厳守すること 

⑤データの取り扱い・保管方法 ⑥データの公表の方法 ⑦研究のための費用

や利益相反について ⑧研究分担者について ⑨問い合わせ先 
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第三章 結果 

第一節 配付および回収状況（表 1） 

73 保険者（回収率 25.1%）から回収があった。そのうち、特定保健指導終了者

数の記載がなかった 3 保険者および参加者数の記載がなかった 1 保険者を除い

た 69 保険者を解析対象者とした（解析回答率 94.5%）。69 保険者のうち最も回

答数が多かったのが、市町村国民健康保険（以下、市町村国保）47 保険者（68.2%）、

続いて健康保険組合（以下、健保組合）15 保険者（21.7%）、共済組合（国家公

務員共済組合と地方公務員等共済組合を併せたもの）4 保険者（5.8%）、国民健

康保険組合（以下、国保組合）は 3 保険者（4.3%）であった。 

69 保険者のうち、回答した保険者は本部が 64 保険者、支部が 1 保険者であっ

た。2015 年度の特定健診・特定保健指導実施状況について調査をしたが、1 保険

者のみ 2016 年度の回答であった。保険者の所在地は、愛知県 37 保険者（53.7%）、

岐阜県 15 保険者（21.7%）、三重県 14 保険者（20.3%）、3 保険者（4.3%）は東京

都であった。回答者は、65 保険者（94.2%）が特定健診または特定保健指導の実

務者担当者であった。また、回答者のうち、保健師の資格を有しているものは 34

名、栄養士は 2 名であった。 
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第二節 対象保険者の加入規模（表 2） 

表 2 は、対象保険者の加入者別の規模をあらわしている。なお、市町村国保の

3 保険者は加入者数が未記入のため 44 保険者である。 

 

 

表1　配付および回収状況

   保険者 配付数 回収数 回収率(%) 解析数
　全体に占める

　割合(%)

市町村国民健康保険
（市町村国保）

125 49 39.2 47 68.2

国民健康保険組合
（国保組合）

12 3 25.0 3 4.3

全国健康保険協会
 （協会けんぽ）

4 1 25.0 0 0.0

船員保険 1 0 0.0 0 0.0

健康保険組合
（健保組合) 110 16 14.5 15 21.7

共済組合a 39 4 10.3 4 5.8

   　　計 291 73 25.1 69 100.0

（　）は保険者の略称。
73 保険者のうち特定保健指導終了者数に記載がなかった3 保険者および参加者

数に記載がなかった1 保険者を除き、69 保険者を解析対象者とした（解析率

94.5％）。
a共済組合は国家公務員共済組合と地方公務員等共済組合を併せたものである。
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第三節 特定健診受診状況（表 3） 

全保険者の特定健診受診率は 52.5%であり、2013～2017 年度の厚生労働省が

掲げている目標値 70%には及ばなかったが、2015 年度全国平均の受診率 50.1%

とほぼ同様な数値であった 2,6。保険者の種類でみると、市町村国保の受診率は

43.2%、国保組合 37.7%、健保組合 79.2%、共済組合 72.2%であった。国保組合

は、他の保険者と比べると著しく低く、目標値にはかなり及ばなかった。被扶養

者の受診率 43.3%は、被保険者 56.7%と比べかなり低い値であった（p < 0.001）。

国保組合の被保険者と被扶養者の間には差がみられなかったが、健保組合と共

済組合は被扶養者の受診率は被保険者よりも低かった（p = 0.010、p = 0.001）。 

表2　対象保険者の加入規模

中央値 最小値 – 最大値 中央値 最小値 – 最大値 中央値 最小値 – 最大値

市町村国保a 44 11,105 262 – 560,560 11,105 262 – 560,560 - - -

国保組合 3 14,907 7,543 – 20,400 6,848 4,977 – 10,830 8,059 2,566 – 9,570

健保組合 15 7,513 1,118 – 160,000 4,786 681 – 77,000 3,577 437 – 83,000

共済組合b 4 79,044 2,265 – 163,609 34,900 1,271 – 78,054 44,144 994 – 85,555

計 66 11,713 262 – 560,560 9,315 262 – 560,560 7,232 437 – 85,555

保険者 n
全加入者数 被保険者数 被扶養者数

データは、1 保険者（2016年度）を除き2015年度のものである。
a加入者数の記載がない3 保険者を除いている。
b共済組合は、国家公務員共済組合と地方公務員等共済組合を併せたものである。
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第四節 特定保健指導実施状況（表 4-A・表 4-B） 

表 4-A は特定保健指導実施状況を示す。全保険者では、特定健診受診者数に

対する対象率は 13.0%であり、2015 年度全国平均の 16.7%より低かった 2,6。被

扶養者の対象率は 6.7%であり、被保険者 13.8%より有意に低かった（p < 0.001）。

全保険者において、被保険者の対象率は、被扶養者の対象率に比べて高い値が示

されていたが、健保組合と共済組合の 2 つの保険者は、被扶養者の対象率は被

  全加入者 　被保険者    被扶養者

% 52.5 ± 17.4 56.7 ± 23.5   43.3 ± 11.0b 70
実数   9,651 ± 16,467  8,829 ± 15,227  2,579 ± 3,947

%  43.2 ± 7.7  43.2 ± 7.7  - 60

実数  21,635 ± 50,928 21,635 ± 50,928 -

%  37.7 ± 14.3 41.1 ± 17.9 30.5 ± 8.9 70

実数 7,170 ± 3,034 4,773 ± 1,662  2,396 ± 1,393

% 79.2 ± 3.4  94.2 ± 2.9     46.3 ± 10.1b 85, 90

実数  13,424 ± 19,040 89,570 ± 12,491  4,468 ± 6,569

% 72.2 ± 9.1 6.5 ± 9.1    41.3 ± 10.5b 90

実数  35,978 ± 37,930 23,377 ± 24,471   12,601 ± 13,493

表3　特定健診受診状況

数値は平均値  ± SDである。「-」は「データなし」を示す。

「％」は特定健診受診率、「実数」は特定健診受診者数を示す。
a厚生労働省（2013～2017年度）が示す特定健診受診率の目標値である5。
b被保険者と被扶養者の間に有意差があることを示す（t 検定、p < 0.05）。

全保険者
 (69)

市町村国保
(47)

国保組合
 (3)

健保組合
 (15)

共済組合
(4)

保険者
(n)

目標値

(%)a

特定健診受診率および人数
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保険者よりも有意に低かった（それぞれ、p < 0.001、p = 0.001）。しかし、国保組

合においては両者の間に差は認められなかった。 

特定健診受診者数に対する対象率、参加率、終了率（それぞれ、表 4-A の上段

の数値）の 3 群間を比較したところ、対象率と参加率および対象率と終了率の

間にそれぞれ有意な差があった（それぞれ、p < 0.001）。しかし、参加率と終了

率の間には、有意な差はみられなかった。保険者の種類別にみると、市町村国保、

国保組合、健保組合および共済組合それぞれの対象率と参加率、対象率と終了率

の間に有意な差がみられたが（それぞれ、p < 0.001）、参加率と終了率の間には

有意な差は認められなかった。全体の参加率と終了率をみると、両方とも被扶養

者の方が被保険者より有意に低かった（p < 0.001）。また、同様に健保組合でも

参加率と終了率において、被扶養者の方が有意に低かった（p < 0.001）。 

特定保健指導対象者数に対する参加率（表 4-A の下段の数値）は、全保険者で

は 26.3%であり、対象者の約 1/4 であった。市町村国保の参加率は 26.8%、                                                                          

健保組合は 29.9%、共済組合は 22.2%と保険者間で異なっていた。特に、国保組

合は 5.9%と他の 3 つの保険者と比べると著しく低かった。被扶養者の参加率

14.1%は、被保険者の 26.6%と比べて有意に低かった（p = 0.001）。同様に健保組

合でも被扶養者の方が参加率は低かった（p = 0.021）。国保組合や共済組合では、



22 
 

加入者間では有意な差はみられなかった。 

特定保健指導対象者数に対する終了率（表 4-A の下段の数値）は、全保険者

では 23.6%であった。この終了率は、目標値 45%には達していなかったが、

2015 年度全国平均の 17.5%より若干高かった 2。また、市町村国保 23.8%（全

国平均 23.6%・目標値 60％）、国保組合 5.5%（全国平均 8.9％・目標値 30％）、

健保組合 27.6%（全国平均 18.2％・目標値 30％あるいは 60％）、共済組合

19.9%（全国平均 19.6％・目標値 40％）であった 2,6。全国平均より上回る保険

者がある一方で、下回る保険者もあった。しかし、いずれの保険者もそれぞれ

の目標値には達していなかった。被扶養者の終了率は 13.4%であり、被保険者

23.9%と比べると被扶養者の方が有意に低かった（p = 0.002）。健保組合でも被

扶養者の方が低かった（p = 0.035）が、国保組合と共済組合では、加入者間に

有意な差がみられなかった。全保険者、被保険者、被扶養者の参加率と終了率

の間には、それぞれ有意な差がみられた（p < 0.001、p < 0.001、p = 0.019）。                                  

動機付け支援と積極的支援の特定保健指導実施状況を表 4-B に示す。被保険

者の特定健診受診者数に対する（表 4-B の上段の数値）全保険者の動機づけ支

援と積極的支援それぞれの対象率は 8.2%と 5.4%であり、前者の方が有意に高か

った（p < 0.001）。同様な結果が市町村国保においてもみられた（p < 0.001）。健
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保組合では、積極的支援の対象率が有意に高かった（p = 0.002）。被扶養者動機

づけ支援と積極的支援それぞれの対象率は 4.4%と 2.2%であり、両者の間に有意

差が認められた（p < 0.001）。保険者の種類でみると、健保組合と共済組合の被

扶養者は、動機付け支援の対象者率の方が高かった（それぞれ、p = 0.001、p = 

0.007）。国保組合では、加入者別および支援別において違いはなかった。 

特定健診受診者数に対する全保険者の動機づけ支援と積極的支援それぞれの

対象率、参加率、終了率（表 4-B の上段の数値）の 3 群を比較したところ、対象

率と参加率および終了率の間に有意な差がみられた（それぞれ、p < 0.001）。し

かし、参加率と終了率の間では両支援とも有意な差はみられなかった。被扶養者

の動機付け支援と積極的支援参加率、終了率はいずれも被保険者より低かった

（それぞれ、p < 0.001）。 

一方、特定保健指導対象者数に対する参加率と終了率をみると（表 4-B の下

段の数値）、全保険者では被保険者の積極的支援の参加率と終了率のみに差がみ

られた（p = 0.049）。また、市町村国保の動機付け支援および積極的支援の参加

率と終了率の間に有意な差があった（p = 0.038）。しかし、他の保険者では、有

意な差がみられなかった。このことは、動機付け支援および積極的支援とも、終

了率が低いのは、終了までにいたらない人数も多いことを示している。 
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第五節 特定健診・特定保健指導実施率の単相関（表 5） 

特定健診受診率、特定保健指導対象率、特定保健指導対象者数に対する参加率、

終了率の 4 つの数値の相関関係を分析した。全保険者では、終了率は、特定健診

受診率と参加率と強い正の相関（r = 0.945）があったが、対象率とは関連はなか

った。被保険者では、動機付け支援終了率と参加率のみが正の相関があり、積極

的支援終了率と正の関連があったのは、受診率と参加率であった。被扶養者の場

合は、動機付け支援終了率は、受診率、対象率、参加率と正の相関がみられた。

積極的支援終了率は、参加率と正の相関があった。このように、特定保健指導終

了率、動機付け支援および積極的支援に共通して正の相関が認められたのは、参

加率のみであった。 
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第六節 特定健診・特定保健指導等事業に関わる取り組みと終了率の関係 

（表 6） 

「特定健診を行い、通知する」と回答していた保険者は 64 保険者（92.8%）あ

り、ほとんどの保険者が実施していた。「特定保健指導を実施する」に対して Yes

と回答した保険者は 62 保険者（89.9%）であった。これらの保険者の終了率は

加入者
支援別保健指導

特定健診・特定保健指導
実施率

全保険者 特定健診受診率(69)   0.669**  0.230*  0.232*

特定保健指導対象率(69) -0.096 -0.116

特定保健指導参加率(69)  0.945**

特定健診受診率(69)  -0.114  0.197  0.180

特定保健指導対象率(69) -0.193 -0.192

特定保健指導参加率(68)  0.949**

特定健診受診率(69)   0.815** 0.295**  0.386**

特定保健指導対象率(69) 0.163  0.142

特定保健指導参加率(68)  0.795**

特定健診受診率(22)  -0.259  0.388*  0.392*

特定保健指導対象率(22) -0.332 -0.407*

特定保健指導参加率(21)  0.984**

特定健診受診率(22)   0.196  0.048  0.256

特定保健指導対象率(22)  0.100  0.180

特定保健指導参加率(21)  0.835**

被保険者
　動機付け支援

   積極的支援

被扶養者

   動機付け支援

   積極的支援

カッコ内は保険者数である。数値はPearsonの相関係数を示す。*p < 0.1　  ** p < 0.05

特定保健指導
対象率

特定保健指導
参加率

特定保健指導
終了率

表5　特定健診・特定保健指導実施率の単相関
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25.1%であり、No と回答した保険者より高かった（p = 0.004）。「特定保健指導の

必要性を周知する」に関しては、54 保険者（78.3%）が Yes と回答しており終了

率は 25.8%で、No 群の回答者より高かった（p = 0.019）。 

次に、保険者の取り組み状況と終了率との関係も検討した。特定健診事業開始

前に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目的や意義を十分説明している

か」という質問に対して全体では、Yes と回答したものは 62 保険者（89.9%）で

あり、終了率は 24.9%と高かった（p = 0.016）。「特定健診受診者に対して健康行

動を高めるための意識づけを行っているか」については、44 保険者（63.8%）が

Yes と答えていたが、終了率とは関係はなかった。「非肥満者への保健指導を実

施しているか」に対して Yes と回答した 17 保険者（25.8%）であり、終了率は

32.0%と高い傾向が示された（p = 0.062）。「特定保健指導の実施は医療費削減に

寄与しているか」という質問に対しては、Yes 群と No 群の間に終了率に有意差

はなかった。 
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法的役割 n 平均値 ± SD p

Yes 64 23.8 ± 19.0 0.951

No 5 20.9 ± 10.1

Yes 62 25.1 ± 18.7a 0.004

No 7  9.9 ± 8.8

特定健診・特定保健指導の経年的変化を評価する

Yes 39 26.0 ± 19.9 0.125

No 30 20.6 ± 16.3

特定保健指導の必要性を周知する

Yes 54 25.8 ± 19.3a 0.019

No 15 15.7 ± 12.9

取り組み n 平均値 ± SD p

Yes 62 24.9 ± 18.7a 0.016

No 7 12.1 ± 12.2

Yes 44 26.2 ± 20.3 0.108

No 25 19.2 ± 13.8

Yes 17 32.0 ± 26.8 0.062

No 49 21.0 ± 14.4

Yes 37 26.3 ± 21.5 0.229

No 30 20.3 ± 14.3

非肥満者であるが循環器疾患発症リスク保有者へ保健指導を実施しているか

表6-A　特定健診・特定保健指導等事業の法的役割と終了率の関係

特定健診の結果を通知する

特定保健指導を実施する

統計的検定は、各データを平行根変換後行った。
数値は、特定保健指導対象者数を終了者数で除した割合である。
a「Yes」と「No」の間に有意差があることを示す（t 検定、p < 0.05）。

表6-B　特定健診・特定保健指導等事業の取り組みと終了率の関係

特定健診事業開始前に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目的や意義について十
分伝わるように説明をしているか

特定健診受診者のうち情報提供者の方に対して健康行動を高めるために意識づけを行っ
ているか

2008年と比べて、特定保健指導の実施は医療費削減に寄与していると思うか
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第七節 動機付け支援および積極的支援の取り組みと終了率の関係（表 7） 

対象者が繰り返し特定保健指導になった場合の選別方法を質問した。被保険

者に対して、動機付け支援と積極的支援を毎年受けるように計画していること

に Yes と回答したのは 57（82.6%）保険者であった。しかし、これらはそれぞれ

の終了率には反映されなかった。被扶養者についても同様であった。「動機付け

および積極的支援の対象になった場合、参加を勧奨しているかどうか」質問した

ところ、被保険者または被扶養者に対する勧奨は終了率へは反映されなかった。

次に、特定保健指導の事後評価に対して質問した。動機付け支援においては、「実

施している」と答えた被保険者（30.9%）と被扶養者（29.5%）は、「実施してい

ない」回答群より有意に高かった（それぞれ、p = 0.005、p = 0.024）。積極的支援

の場合は、被保険者の「実施している」群の終了率（18.3％）は「実施していな

い」回答群より有意に高かった（p = 0.027）が、被扶養者においては終了率と関

係がなかった。 

 また、被保険者の場合、24 保険者が、生活習慣が「大いに改善した」および

「少し改善した」と回答した。食生活が改善されたと回答があったのは 21 保険

者（87.5％）、運動は 18 保険者（75.0％）、飲酒は 6 保険者（25.0％）、喫煙は 5 保

険者（20.8％）であり、食生活が圧倒的に改善されていた。動機付け支援および
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積極的支援は同じ結果であった。被扶養者においては、6 保険者が「生活習慣が

改善していた」と回答し、動機付け支援および積極的支援で、5 保険者が「食生

活と運動」に改善があったと回答した。 

 

 

 

n 平均値 ± SD p        n 平均値 ± SD p

Yes 57 29.0 ± 22.5 0.125 13 24.3 ± 33.7 0.302

No 12 17.0 ± 11.6 9 10.9 ± 10.9

積極的支援 Yes 57 17.4 ± 16.9 0.833 13 13.0 ± 15.1 0.075

No 12 15.2 ± 13.1 9   3.3 ± 5.3

Yes 46 27.4 ± 22.0 0.316 6 35.0 ± 45.1 0.094

No 22 24.7 ± 20.4 13 14.0 ± 15.3

積極的支援 Yes 46 15.1 ± 15.0 0.575 6 14.7 ± 16.6 0.457

No 22 19.6 ± 17.8 13   8.5 ± 11.6

動機付け支援 Yes 37 30.9 ± 20.6a 0.005 10 29.5 ± 36.2a 0.024

No 25 17.3 ± 10.3 10   9.1 ± 11.9

積極的支援 Yes 37 18.3 ± 15.5a 0.027 10 10.5 ± 14.8 0.559

No 24 10.4 ± 7.3 10   6.6 ± 10.5

統計的検定は、各データを平行根変換後行った。
数値は、動機付け支援および積極的支援の終了者数をそれぞれの特定保健指導対象者
数で除した割合である。
a「Yes」と「No」の間に有意差があることを示す（t 検定、p < 0.05）。
b「特定保健指導を毎年受けてもらう」と回答した場合を「Yes」とした。

表7　特定健診・特定保健指導事業の取り組みと終了率の関係

支援別 取り組み
被保険者 被扶養者

繰り返し特定保健指導の対象になった場合、どのように特定保健指

導を計画しているかb

動機付け支援

特定保健指導対象者に対して特定保健指導を受けるように勧奨して
いるか

動機付け支援

特定保健指導の事後評価を行っているか
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第八節 特定保健指導終了率および参加率に関わる要因の重回帰分析（表 8） 

特定保健指導対象者数に対する終了率を目的変数とし、特定保健指導対象者

数に対する参加率、特定健診受診率および特定保健指導終了率に関連したある

いは関連の傾向があった保険者の取り組み「特定保健指導を実施する」、「特定保

健指導の必要性を周知する」、「特定健診事業開始前に対象者に対して特定健診・

特定保健指導の目的や意義を十分説明している」および「非肥満者への保健指導

を実施している」を説明変数として、重回帰分析を行った（表 8、モデル 1）。そ

の結果、「参加率」（β = 0.955、p < 0.001）（R2 = 0.885）のみに正の関連性が示さ

れた。 

次に「参加率」を除いて重回帰分析を行った（モデル 2）。その結果、「特定保

健指導を実施する」（β = 0.344，p = 0.002）、「特定健診受診率（β = 0.263、p = 0.016）、

「非肥満者への保健指導を実施している」（β = 0.218、p = 0.047）の 3 要因に正

の関連性が認められた（R2 = 0.332）。「特定健診事業開始前に対象者に対して特

定健診・特定保健指導の目的や意義を十分説明している」は、正の関連性の傾向

が示された（p = 0.064）。 

次に、参加率が強く終了率に関連していたので参加率を目的変数として、上記

の項目を説明変数として重回帰分析を行った（モデル 1）。「特定保健指導を実施
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する」、「特定健診受診率」、「非肥満者への保健指導を実施している」、「特定健診

事業開始前に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目的や意義を十分説明

している」の 4 つ要因に正の関連性が認められた（R2 = 0.363）。このように、終

了率と参加率に正の関連がある 4 要因は一致していた。 
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第九節 動機付け支援および積極的支援の取り組みと終了率・参加率に関わる

要因の重回帰分析（表 9） 

動機づけ支援と積極的支援の終了率および参加率と保険者の取り組みとの関

係を重回帰分析で検討した。目的変数を特定保健指導対象者に対する動機付け

支援終了率として、動機付け支援参加率、特定健診受診率、動機付け支援対象率、

加入者別（被保険者と被扶養者）および動機付け支援終了率に関連があった項目

「特定保健指導を毎年受けてもらう」、「特定保健指導の事後評価を実施してい

る」の取り組みを説明変数として重回帰分析を行った（表 9-A、モデル 1）。その

結果、「動機付け支援参加率」（β = 0.958、p < 0.001）（R2 = 0.922）が抽出された

ため、説明変数から「動機付け支援参加率」を除外し、再度重回帰分析を行った

（モデル 2）。その結果、「特定保健指導の事後評価を実施している」（β = 0.337、

p = 0.001）に正の関連性が認められたが、被扶養者に負の関連性が示された（β 

= －0.331、p = 0.029）（R2 = 0.287）。次に、目的変数を動機付け支援参加率とし、

上記の項目を説明変数としたところ、「特定保健指導の事後評価を実施している」

（β = 0.325、p = 0.002）、「特定保健指導を毎年受けてもらう」（β = 0.228、p = 0.030）、

の取り組みが正の関連性を示し、「被扶養者」に負の関連性が認められた（β = －

0.288、p = 0.049）（R2 = 0.316）。 

次に、目的変数を積極的支援終了率とし、積極的支援参加率、特定健診受診率、
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加入者別、「特定保健指導を毎年受けてもらう」、「特定保健指導の事後評価を実

施している」の取り組みを説明変数として重回帰分析を行った（表 9-B、モデル

1）。「積極的支援参加率」（β = 0.699、p < 0.001）（R2 = 0. 648）が抽出されたため、

説明変数から「積極的支援参加率」を除外し、重回帰分析を行った（モデル 2）。

その結果、特定健診受診率（β = 0.387、p = 0.001）に正の関連性が認められた（R2 

= 0.278）。 

目的変数を積極的支援参加率とし、説明変数は上記の項目として重回帰分析

を行った。（モデル 1）。その結果、参加率には、被扶養者のみが負の関連性がみ

られ（β = －0.292、p = 0.009）（R2 = 0.244）、保険者の取り組みとは関係がなか

った。 
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第十節 特定保健指導終了率を上げるために必要な事柄（図 1） 

保険者が今後、加入者の終了率を上げるために必要と考えている事柄につい

て、「Yes」または「No」のいずれかで回答してもらった。保険者で一番多かった

のは、動機付けおよび積極的支援の両支援において、61 保険者（89.7%）が「特

定保健指導の関心を高める」を上げていた。続いて、38 保険者（55.9%）が「マ

ンパワーの充実」を上げていた。「補助金の増額」、「特定健診時間の延長」、「契

約健診機関や契約医療機関の提供」に対する必要性を感じている事柄は約 30%

か、それ以下であった。 

被扶養者の動機づけ支援および積極的支援に対して、「特定保健指導への関心

を高めること」が第一にあげられていた。2 番目に多かった意見は「補助金の増

額」で、38.1%の保険者が必要性をあげていた。その他の意見は 20%かそれ以下

であった。 

このことから、保険者は加入者全体の「特定保健指導の関心を高めること」が

終了率を高める第一の要因であると考えていることが判明した。また、被保険者

と被扶養者の間で、動機付け支援および積極的支援ともに有意な差がみられた

項目は「マンパワーの充実」であり、特に被保険者への支援のためのマンパワー

の充実が指摘されていた。 

その他の自由記載では、被保険者と被扶養者、動機付け支援と積極的支援、そ
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れぞれの内容はほぼ類似していた。具体的内容は、例えば、「繰り返しの特定保

健指導の対象者になった場合、特定保健指導の決定方法を変更する」、「特定保健

指導の契約健診機関等から保健指導をすすめる・連携を行う」、「特定健診直後の

指導が開始できるようにする」、「対象者を特定保健指導につなげるシステムの

整備」、「特定健診受診率を上げる」「受診者への保健指導の質の向上」などが上

げられていた。特定保健指導に参加しやすくなるような方策をとる必要がある

かもしれない。 

 

 

図 1 特定保健指導終了率を上げるために必要な事柄 

保険者が被保険者および被扶養者の動機付け支援と積極的支援の終了率を上

げるために必要な事柄に対して「Yes」と回答している割合を示す。 
＊被保険者と被扶養者の間に有意差があることを示す（Fisher の直接法、p < 
0.05）。 
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被保険者動機付け支援 被保険者積極的支援 被扶養者動機付け支援 被扶養者積極的支援

％

*
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第四章 考察 

本研究は、特定保健指導の終了率を向上させるための要因を明らかにするた

めに、東海 3 県に所在地をもつ 69 保険者を対象に無記名自記式質問紙調査を行

った。特定保健指導終了率に関係する第一の要因は特定保健指導への参加率（寄

与度 89.4%）であった。参加率には、公的医療保険者の実施義務である「特定保

健指導（特に被扶養者）を実施する」、「特定健診受診率を上げる」、「非肥満者へ

の保健指導を行う。すなわち非肥満者であるが、高血糖や高血圧などの循環器疾

患発症リスク保有者に対して保健指導を実施する」および「特定健診事業開始前

に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目的や意義を十分説明すること」の

4 つの取り組みが関連していた（図 2）。いままでに、終了率が低いことは指摘さ

れてはきたが 21,22、参加率が終了率に影響を及ぼす決定要因である事実は解析さ

れていなかった。この要因は「参加率」を算出する試みがされてこなかったこと

によるかもしれない。さらに、本研究では、参加率が動機付け支援と積極的支援

の特定保健指導の終了率に関連する要因であることも判明した。2 つの支援方法

においては、最も影響力の強い参加率以外の要因として、「被扶養者」が負の要

因であり「事後評価」が正の要因であった。保険者は被扶養者に対して特定保健

指導のみならず特定健診への参加を積極的に勧誘することが必要である。すべ

ての保険者の参加率と終了率の間に有意な差がみられたことから、参加者が終
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了に至るまで多少脱落している事実にも焦点を当てることが必要である。 

 

 

図 2 特定保健指導終了率を上げるための要因 

終了率を上げるための 6 つの要因を示す。 1.特定保健指導参加率、特に被

扶養者の参加率の上げること、2.法的義務としての特定保健指導の実施する

こと、3.特定健診受診率を上げること、4.非肥満者への保健指導の実施、5.特
定健診事業の開始前に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目的や意義

を十分説明をすること。以上の要因は、終了率または参加率を目的変数とし

た重回帰分析により得られた標準化偏回帰係数の順番である。さらに、動機

付け支援・積極的支援終了率または参加率には、「加入者別（被保険者・扶

養者）」および「6.特定保健指導の事後評価を実施する」が関連していた要因

であった。実線の矢印は、本研究から得られた特定保健指導の PDCA を示

す。一方、破線の矢印は、本研究で得られた特定保健指導参加率を上げるた

めに必要な保険者の取り組みを示す。点線は現在推奨されている特定保健指

導の PDCA を示す。 
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上述のように、参加率を上げることに第一に関係していたのは「特定保健指導

を実施する」であった。特定保健指導の事業は、法律で定められている保険者の

義務である 23。本研究では、90%の保険者が特定保健指導を行っていると回答し

ていたが、10%は行っておらず、前者の終了率は後者より高かった。これらの事

実は、特定保健指導を実施することが参加率すなわちは終了率に一義的に影響

していることを物語っている。特定保健指導対象者は、メタボリックシンドロー

ム該当者とその予備群である。好ましくない生活習慣を改善しないと循環器疾

患発症リスクが上がる 24-26。換言すれば、特定保健指導とは、このような対象者

に対して行われるハイリスクアプローチである 7,27。 

赤堀らは市町村国保の加入者の中で特定保健指導の未利用の者 10 名に対して、

特定保健指導対象者が特定保健指導に参加しない理由を調査した。その結果、

「一度利用したら、何度も利用する必要はない」および「保健指導の介入は干渉

である」の意見をあげていた 19。杉田らは、特定保健指導担当者に調査したとこ

ろ、対象者に参加を促す際に「特定保健指導の必要性について自覚がないこと」

をあげていた 28。Dote らは、職域の調査で内臓肥満の人が特定保健指導を希望

しない理由として「自分でモチベーションを高めるので指導はいらない」をあげ

ている人が 25.5%いたと報告した 29。岡村らは、動機付け支援 37%、積極的支援

44%の人が「今後も保健指導には参加したくない」と報告していた。理由として、
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「自分は健康だから」や「時間の都合がつかない」をあげていた 18。このように

特定保健指導に参加しない理由をみると、特定保健指導の対象者の約 4 割は健

康であり、参加したくないと考えていた。しかし、保険者の特定健康保健指導担

当者は「今後、特定保健指導の終了率を上げるために必要なことは何か」という

質問に対し 80%以上が支援別に関わらず「加入者が特定保健指導への関心を高

めること」と回答していた。特定保健指導への参加行動を促すことは、容易では

ないかもしれないが、具体的な行動変容の推進や関心を高める方策の開発が待

たれる。 

福田らは、保険者の特定保健指導の運営体制も完備していないことを指摘し

ていた 30 ので、このことも低い参加率および終了率に関連しているかもしれな

い。特定保健指導の初回面接は、20 分以上の個別指導、または 80 分以上のグル

ープ支援のどちらかを行うことになっている 7。岡村らは初回面接の際、集団指

導から 45 分の個別指導にし、さらに予約制にしたところ、参加率が 19%から

46%と増加したと報告した 18。本研究では、特定保健指導の運営体制に対する質

問をしてないので、議論はできないが、個別面接を選択した方が参加率は上がる

かもしれない。後藤らは、特定保健指導担当者に、参加者が終了までに至らない

理由を調査したところ、参加者の保健指導利用の意識の欠如、参加者との電話や

家庭訪問での接触の困難さなどをあげていた 31。参加の継続、すなわち脱落者を
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なくすことがいかに難しいかを示す結果であり、今後の工夫が望まれる。 

第 2 に「非肥満者への保健指導、すなわち、高血糖や高血圧などの循環器疾患

発症リスク因子保有者に対する保健指導を行う」ことが関連していたことが明

らかになった。この事業は本来、特定保健指導対象者ではない非肥満者の循環器

疾患発症リスクの保有者に対するハイリスクアプローチの一つの事業である。

何故これが別のハイリスクアプローチである特定保健指導の参加率・終了率に

影響を与えるか興味がある。特定保健指導の対象とならない加入者の中には、非

肥満であるが、血糖、血圧や脂質値等が高く保健指導判定値を超える加入者が沢

山いる。このような加入者のためにヘルスアップ・カレッジと称する高血糖と高

血圧の2 つのコースを実施している保険者がある 32。この保険者の終了率は40%

を超えており、このような保険者の努力が波及して特定保健指導の終了率に反

映されているかもしれない 33。本研究でも、非肥満者への保健指導を行っている

保険者の終了率は 32.0%、行っていない 21.0%より有意な傾向を示した。重症化

予防の保健事業は、加入者の健康の保持増進のために必要があると認めるとき

行われる、特定保健指導以外の保健事業である。法的（特定健康診査・特定保健

指導の実施に関する基準 第九条）には、努力義務とされている 34。このような

特定保健指導以外の保健指導を強化すると、本来の特定保健指導の終了率に波

及して高くなると解されるので、積極的な重症化予防事業の推進が望まれる。 
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第 3 に「特定健診事業開始前に対象者に対して特定健診・特定保健指導の目

的や意義を十分説明している」と参加率あるいは終了率との間に正の相関が示

されたことは興味深い。「特定健診・特定保健指導の目的や意義」は対象者に事

業開始前に行うべき説明であり、これが特定保健指導の参加率や終了率にまで

関係を及ぼすという結果である。本研究において、「特定保健指導への参加を勧

奨している」は、動機付け支援および積極的支援終了率に反映されなかったこと

から、特定保健指導の対象者になってから、特定保健指導の内容や必要性を説明

しても対象者の特定保健指導に対する行動変容までに至らないと考える。しか

し、参加率と終了率は特定健診受診率と正の関連性をもっていた。実際、特定保

健指導対象者が特定健診事業開始前に特定保健指導の内容を理解できるような

説明を希望していた 29。 

一方、動機付け支援および積極的支援の取り組み状況において、特定保健指導

の事後評価を行っている保険者が行っていない保険者より終了率が高かった。

特定保健指導の事後評価とは、保険者が特定保健指導を行うことにより対象者

の好ましくない生活習慣の改善の有無を把握することである。このことによっ

て特定健診・特定保健指導の目的や意義がより明確にされ、今後の特定保健指導

事業推進への知見が得られる。この知見を特定健診対象者全員に特定健診事業

の開始前に説明すると、さらに終了率が高くなるかもしれない。現在、特定保健
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指導のアプローチは事後評価を含めた事業計画を直接特定保健指導対象者に対

して行動を働きかけるハイリスクアプローチの plan-do-check-act cycle（PDCA）

が推奨されている 7。本研究は、「非肥満者への保健指導」や「特定保健指導の事

後評価」も含めた特定健診・特定保健指導事業の全体像を構築し、特定健診事業

開始前に対象者全員に働きかけるポピュレーションアプローチの PDCA を推奨

することが、特定保健指導の参加率および終了率を上げることにつながること

を示す。ポピュレーションアプローチによる保健指導の成果が多方面で報告さ

れている 35-37。特定保健指導の終了率を上げるために、同様なアプローチが望ま

れる。 

 特定保健指導への被扶養者の参加が低いことが、動機付け支援と積極的な支

援の参加率と終了率に悪影響を及ぼしていることは非常に重要なことである。

これは過去に指摘されている 2,6。本研究でも同様な結果となったが、表 7 に示

すように、被保険者と被扶養者の間には特定保健指導の取り組みに関して相違

はみられなかったので、被扶養者の参加率の低下は、保険者による特定健診・

特定保健指導事業の取り組みの違いによる可能性がある。実際、国保組合の被

扶養者の中で積極的支援を終了した者はなく、他の保険者とは異なっていた。                                                                                                                                                   

本研究では、被保険者よりも被扶養者の参加率が明らかに低い理由について

答えることができなかった。しかし、国の特定健診・特定保健指導のデータ 6 を
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用いた解析（参考資料）によると、被扶養者は終了率と負の関連性が、年齢とは

正の関連性がみられた。被扶養者と若い年齢層の終了率が低いということであ

る。今後、これらの点に注目した事業の推進が望まれる。 

 

 

 

 

一般的に、積極的支援終了率は動機付け支援の終了率よりも低い 2,6。本研究

でも同様の結果が見出された。重回帰分析では、いくつかの特定保健指導の取り

組みが動機付け支援参加率および終了率に関連していたのに対し、積極的支援

の参加率および終了率とは関係がなかった。したがって、現在の保険者の特定保

        目的変数          説明変数        B  ( 95% 　CI ) 　　β p

特定保健指導終了率 被保険者/被扶養者 -4.856 (0.865,-3.984) -0.865 < 0.001
性別 -7.668 (-1.365,-3.568) -1.365 0.001
年齢 1.186 (0.597,1.578) 0.597 < 0.001
特定保健指導対象率 0.433 (1.411,0.661) 1.411 0.001

動機付け支援終了率 被保険者/被扶養者 -4.354 (-5.909,-2.799) -0.621 < 0.001
性別 0.341 (-2.908,3.591) 0.049 0.826
年齢 1.400 (0.676,2.213) 0.565 < 0.001
動機付け支援対象率 1.195 (-0.066,2.456) 0.488 0.062

積極的支援終了率 被保険者/被扶養者 -4.189 (-5.311,-3.067) -0.798 < 0.001
性別 1.509 (-1.210,4.228) 0.287 0.255
年齢 0.595 (0.219,0.970) 0.320 0.004
積極的支援対象率 0.035 (-0.142,0.213) 0.104 0.677

参考資料　国の特定健診・特定保健指導のデータを用いた終了率に関わる要因の重回帰
                       分析

特定保健指導終了率、対象率は2015年度厚生労働省から報告された数値より算出した6。特定保健指導終

了率を目的変数とした場合は、R2 (決定係数)は  0.921、動機付け支援終了率、積極的支援終了率を目的変

数とした場合は、それぞれ、R2 は0.862、R2 は0.865であった。重回帰分析は、被保険者は0、被扶養者は

1、女性は0、男性  は  1 とし、年齢は、40～64歳までを5 歳ごとに分けて5 段階に階層し、40～44歳を1、45
～49歳を2、50～54歳を3、55～59歳を4、60～64歳を5 として行った。
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健指導の取り組みが積極的支援に関しては適切にあるいは有効に機能してない

と考えられ、終了率を高めるためには保険者の取り組みを再構築する必要があ

るかもしれない。この結果は回収率が低いところでの解析であるので、積極的な

支援の終了率が低い理由を明らかにするためのさらなる調査が必要である。厚

生労働省は、積極的支援は 6 か月指導後に評価を行ってきたが、2018 年度から

3 か月指導後でも評価ができるようにした 38, 39。この新たな取り組みが積極的支

援の終了率の上昇に影響を与えるか、興味深い。 

最後に、今回の研究は、主に東海 3 県に所在地がある、保険者全体を対象に

した。郵送法による無記名の質問紙調査を実施したが、回収率 25.1%と低かっ

た。動機付け支援と積極的支援の終了率は、厚生労働省の報告と一致した。加

えて、動機付け支援の終了率は積極的支援の終了率より高く、また、被保険者

は被扶養者よりも高く、これも全国規模での報告と一致していた。しかし、セ

レクションバイアスは否定できないかもしれない。一方で、このような保険者

の終了率を向上させる保険者の取り組みが判明したことは、今後の特定健診・

特定保健指導の事業の在り方を再構築する資料が創出されたと考えている。質

問票への回答者はほとんどが実務担当者（94.2%）であったので、情報バイア

スは考えなくてもよいかもしれない。また、本研究は年齢構成および性別が含

まれてはいない。したがって、これらの要因が特定保健指導の取り組みにどの
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ように影響するのかを調査することはできなかった。しかし、国のデータを用

いた解析で、年齢と終了率の間に負の関連性があることが明白となったので、

若い年齢層への取り組みを考案する必要があるかもしれない。また、本研究は

保険者の調査であって被保険者や被扶養者の特定保健指導に対する意識や健康

行動変容などは直接確認することはできていなかった。特に、参加していても

終了に至らない加入者の理由や積極的支援の対象率から参加率への著しい低下

の原因についても把握できていなかった。被扶養者は、特定健診受診率が低

く、特定保健指導参加率および終了率も被保険者よりも低かった。これは過去

の指摘されており 6、本研究でも同様な結果であった。これらの問題の解決に

向けたさらなる研究が必要である。 

 

 

第五章 結語 

 本研究により、特定保健指導終了率に最も大きな影響を与える主要因は参加

率であることが示された。加えて、「特定保健指導を実施する」、「特定健診受診

率を上げる」、「非肥満者への保健指導を実施する」、「特定健診事業開始前に対象

者に対して特定健診・特定保健指導の目的や意義を十分説明をする」、「特定保健

指導の事後評価をする」という保険者の取り組みが終了率を上げる要因である



51 
 

ことが判明した。しかし、積極的支援の終了率を上げるためには、保険者の取り

組みは十分に機能していない可能性があると考えられ、今後の調査が望まれる。 
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